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欧州連合（EU）が 2021 年に香港を「税務上非協力的な国・地域のリスト」（EU ウォッチリスト）に追加したことを受け、

香港政府はオフショアの受動的所得に対する免税制度（FSIE 制度）の見直しに積極的に取り組んでいる。最初の改正

は 2023年 1月 1日に施行1された。これに対し EUは肯定的なコメントを出したものの、2023年 2月に公表された EU

リストには、依然として香港が掲載されたままとなっている。その理由は、現状の FSIE制度において、海外処分益の課

税範囲は株式取引に限定されており、その範囲が十分に包括的ではなく、最新ガイドラインの要件を満たしていないと

判断されたためである。その対策として、香港政府は FSIE 制度を再改正し、処分益に対する課税範囲をさらに拡大す

ることを計画している。本稿では、提案されている税制改正法案の背景と詳細、及び香港に拠点を置く企業への影響に

ついて解説する。 

1. 背景 

本年 1月に発効された FSIE 制度は、多国籍企業グループの構成企業（対象企業）における海外から受領する①利息、

②配当、③持分処分益、および④知的財産権 （IP） の使用による所得のみを対象としている。外国子会社から受け取

る利息について、香港で実質的な経済活動が行われなければ、香港の課税対象となる。オフショアからの配当および

持分処分益は経済的実体要件を満たさなくても資本参加免税制度で救済される可能性がある。オフショアの知的財産

権による所得に関しては、免税範囲を決定するためのネクサス・アプローチが適用される。つまり、適格知的財産から

得られる適格知的財産所得は、ネクサス比率（後述）によって免税対象となる。 

 

2022年 12月に EUは最新 FSIEガイダンス2を公布した。更新された FSIE ガイダンスでは、処分益（EU の用語では

「キャピタルゲイン」）を含むあらゆる受動的所得をFSIE制度の対象とすべきと明記。これを受け、今回 2023年の法案

は、2024年 1月 1日より実施するために今年 10月 13日に官報に掲載され、10月 18日に立法会に提出された。引

き続き対象企業において上①～④の 4 種類のオフショア受動的所得）のみを対象とし、オフショア能動的所得は対象

外。主な改正内容としては、処分益対象となる所得の範囲を拡大し、すべての種類の資産処分によるオフショア源泉の
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案」をご参照 
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利益を含むとしている。 対象となる資産については、EU が非網羅的なアプローチを採用する必要があると示唆してい

るため、この法案は具体的な対象リストを定めていない。 

 

もし香港が FSIEガイダンスを遵守せず、EUのブラックリストに掲載された場合、香港企業の金融取引に対する監視の

目が強まり、監査リスクの増大に直面することになる。更なる問題として、EU諸国で損金算入が認められず、源泉税率

が引き上げられる可能性もある。そのため、香港政府は FSIE制度の変更に迅速に対応する必要に迫られている。 

2. 本法案の改正内容 

以下課税判断フローチャートは 2023年 10月官報に掲載された法案内容を反映したものである。 

対象企業  多国籍企業グループの構成企業  

非 

課 

税 

    

対象受動的所得  利息 配当 処分益 
知的財産権による所得 

および処分益 
 

    

受領場所  香港で受け取る3 
 

   

 

 

経済的実体要件  

純粋持株会社以外の場合 

➢ 香港で特定の経済活動（※）を行うために必要な資格を備

えた適切な数の従業員を雇用適切な人数の適正な従業員

を雇用していること 

➢ 香港で特定の経済活動を実施するために適切な額の運営

費を負担すること 

※取得、保有、または処分する資産に関して必要な戦略的決定を行

う。 その資産に関する主なリスクを管理し負担すること 

純粋持株会社の場合 

➢ 条例に基づき、すべての登録・提出要件を遵守している事

業者により香港で事業を実施したもの、もしくは香港で実施

されるよう手配されたもの 

➢ 香港で特定の経済活動（＃）を実施するために適切な人的

資源および施設を有すること 

＃他の事業体の持分を保有および管理する事業体で、配当、持分処

分益および持分の取得、保有や売買に付随する収入のみから利益を

得ていること 

 

 

 

   

免除制度   

資本参加免税制度（配当および持分処分益のみ適用）：

次の条件を全て満たす必要あり 

➢ 香港の居住者である、または香港に恒久的施

設を有する香港非居住者であると 

➢ 投資先企業の株式または持分を対象収入が

生じる前に 12ヶ月以上、5%以上保有している 

グループ内譲渡における処分益免税制度（処分益のみ適

用）：次の条件を全て満たす必要あり 

➢ 対象企業が香港で処分益を受領した場合 

➢ グループ内譲渡である（次項参照） 

➢ 対象となる売却資産は事業体によって取得さ

れる 

➢ 販売事業体と取得事業体のいずれも資産譲渡

する時点で法人税を課される 

ネクサス・アプローチ 

当該所得の免税となる範

囲を決定する際に、ネク

サス・アプローチを適用す

る 

ネクサス比率 （知的財産

を開発するために支出し

た全経費のうち、適格支

出《知的財産権に直接関

連する研究開発費のみ》

の割合）に基づき、適格な

知的財産からの所得のみ

が優遇税制の適用を受け

ることが可能 

 

       

  課税   

 

3 香港で受け取るとは、1)その金額が香港に送金、もしくは持ち込まれた場合、2)香港で行われている事業で発生した債務の返済に

使用される場合、3)その金額で動産を購入し、それを香港に持ち込む場合のこと 

Yes 

満たしていない 

 

満たしている 

免除

制度

適用

範囲

内 

ネクサス比率に 
基づいて課税 満たしていない 

満

た

し

て

い

な

い 

 

 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 
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4 事業体とは法人（自然人を除く）または、パートナーシップや信託など個別財務アカウントを持つ組織 

今回の税制改正により、処分益対象となる所得のスコープが拡大される。従来の持分処分益のみならず、動産およ

び不動産の資産売却における処分益も救済措置要件に満たさない場合香港で課税されることになる。その改正内容

を抜粋して下表に整理する。 

    概要  （抜粋） 

処分益の対象 

動産および不動産の売却による処分益（以下：処分益） 
▪ 動産：不動産を除くあらゆる種類の財産を指す 

▪ 不動産：     

➢ 土地（水で覆われているかどうかに関わらず） 

➢ 土地内または土地上の不動産、権利、権益または地役権 

➢ 土地に取り付けられたもの、または土地に取り付けられたものに永久的に固定され

たもの 

▪ 処分益：IP処分益および非 IP処分益 

➢ IP処分益：  知的財産の販売から得られる利益 

➢ 非 IP処分益： IP処分益を除く、動産および不動産の売却から得られる利益 

対象外となる 

処分益 

▪ トレーダーである事業体による発生し、トレーダーとしての事業に由来する、またはそれに付

随する非知的財産権の処分益 

グループ内 

譲渡における 

処分益 

免税制度 

要件 

▪ 以下要件をすべて満たす場合免除可能となる 

i. 対象企業が香港で処分益を受領した場合 

ii. グループ内譲渡である 

iii. 対象となる売却資産は事業体4によって取得される 

iv. 販売事業体と取得事業体の両方も資産譲渡する時点で、法人税

が徴収される 

「グループ内」 

定義 

▪ 以下のいずれかを満たす場合グループ内譲渡とみなされる 

➢ そのうちの一方が他方に対して関連権益を有する 

➢ 第三の事業体が販売事業体と取得事業体の両方に対して関連権

益を有する 

関連権益 

定義 

▪ 以下のいずれかを満たす場合、事業体 Aは事業体 Bの関連権益を有する

とみなされる 

➢ 事業体 Aは、直接または間接に事業体 Bの 75%以上受益権を

保有 

➢ 事業体 Aは、直接または間接に事業体 Bの 75%以上議決権を

行使可能、または行使可能な権利を保有 

濫用防止 

規定 

▪ 処分益が生じた動産および不動産が 2年以内に以下いずれかが発生する

場合、グループ内譲渡の免税制度は適用されなくなる 

➢ 販売事業体または取得事業体は利益税が徴収されない（事例①） 

➢ 販売事業体または取得事業体は相互の関連会社ではなくなる（事

例②） 

留意点 

▪ 取得事業体は販売事業体と同じ費用、同じ日に対象動産および不動産を

取得したものとして扱われる 

▪ 将来対象動産および不動産を第三者に販売する際に上記の取得金額で譲

渡益を計算し、税金を納める 

事例① ▪ HK社は F税務管轄区域にある F社の完全子会社であった。HK社と F社

とも香港にて事業を行われていた。F社は 2025年 1月 1日より香港での

事業を停止する。この日をもって F社は香港での課税義務を終了する 

事例② ▪ HK1社は HK2の 100%所有権を保有していた。2025年 2月 1日に、

HK1は HK2の所有権を第 3者に売却する。HK1と HK2は相互の関連会

社の関係を終了する 
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3. まとめ 

香港政府は、EUの要請に応じて税制を見直すとしながらも、地理的源泉地課税の原則5を維持して香港の競争力があ

る簡素な税制を堅持するよう努めると改めて述べた。今回は主にペーパーカンパニーの海外処分益の二重非課税を

防止する改正内容となっているため、香港にて経済的実体を持つ日本企業を含む多国籍企業への影響は限定的と考

えられる。さらに、グループ間の株式取引における免税制度やトレーダーが通常業務時に資産を売却する際に生じる

処分益免税の特例を設けている。たとえば、香港で証券売買業務を行っている多国籍企業は香港にて一定の経済活

動を実施していることが証明できれば海外での株式取引で発生する売却益は特定国外源泉所得の範囲から除外され

る。 

将来的にM&Aや資本再編等の取引を実施する計画がある場合、今回の改正内容を踏まえ、実施時期や潜在的な税

務リスクについて検証の必要があるだろう。経済的実体を満たしていない企業はこれを機に、ふさわしい経歴を持つ従

業員を適正数雇用し、多くの事業経費を負担することによって会社の実体を充実させるのも対策の一つといえよう。た

とえ、経済的実体要件を満たすことができない企業であっても、海外で発生する資産処分による利益は通常、源泉地

国の税務管轄区域で課税されるため、ユニラテラルな税額控除を適用することで二重課税が回避可能となる。納税の

不確実性を抱く企業は法案が通る来年年始までに税務局局長の意見（The Commission’s opinion）を申請する、もしく

は改正条例施行後に事前裁定（Advance Ruling）にて当局の見解を問い合わせてみるのもよいだろう。 

改正案はまだ立法会にて審議中であり、可決までに変更される可能性があるため、今後の動向に引き続き注視してい

きたい。 

以上 

  

 

5 地理的源泉地課税の原則（Territorial source principle）とは香港域内で生じた所得に限って課税する属地的課税方式である 
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